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屋外重要土木構造物の耐震評価における断面選定の考え方 

 

1.はじめに 

  東海第二発電所での評価対象構造物は，屋外重要土木構造物である取水構

造物及び屋外二重管，津波防護施設である防潮堤（放水路ゲート基礎を含

む）及び貯留堰，常設耐震重要重大事故防止設備，重大事故緩和設備の間接

支持構造物である常設代替高圧電源装置置場，常設代替高圧電源装置用カル

バート，代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ室，常設低圧代替注水系

配管カルバート，緊急用海水ポンプピット，格納容器圧力逃がし装置用配管

カルバート，緊急時対策所用発電機用燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備

用軽油タンク基礎並びに重大事故時における海水の通水構造物のうちＳＡ用

海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水取水管

である。 

  対象構造物のうち，貯留堰，常設代替高圧電源装置置場，常設代替高圧電

源装置用カルバート，常設低圧代替注水系配管カルバート，格納容器圧力逃

がし装置用配管カルバート，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及

び可搬型設備用軽油タンク基礎については，構造物の配置，荷重条件及び地

盤条件を考慮し，耐震評価上最も厳しくなると考えられる位置を評価対象断

面とする。 

  取水構造物，屋外二重管，防潮堤（放水路横断部,放水路ゲート基礎含

む），代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ室，緊急用海水ポンプピッ

ト，ＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット及び緊急用

海水取水管については，3 次元的な構造を考慮した設計を行うことから，特

定の評価対象断面はない。 

  以下に，貯留堰，常設代替高圧電源装置置場，常設代替高圧電源装置用カ





 

 ４条－別添 6－4 

2.貯留堰 

  貯留堰の平面図を第 6－2－1 図に，断面図を第 6－2－2 図に示す。 

  貯留堰は，取水口前面の海中に設置する鋼管矢板を連結した構造物であ

り，取水口護岸に接続する。鋼管矢板は，十分な支持性能を有する岩盤に直

接設置される。 

  貯留堰の縦断方向（軸方向）は，加振方向に隣接する鋼管矢板を耐震設計

上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断方向（軸方向に対

して直交する方向）は，加振方向に隣接する鋼管矢板がないことから，弱軸

方向となる。 

  貯留堰の耐震評価は，構造物の構造的特長や周辺の地盤条件も考慮して，

構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面のうち，耐震安全上

厳しくなる断面について基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

 

第 6－2－1 図 貯留堰 平面図 
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第 6－2－2（1）図 貯留堰 断面図（EW－1 断面） 

 

第 6－2－2（2）図 貯留堰 断面図（EW－2 断面） 
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第 6－2－2（3）図 貯留堰 NS－1 断面 
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第 6－3－2（1）図 常設代替高圧電源装置置場 断面図（東西断面） 

 

 

第 6－3－2（2）図 常設代替高圧電源装置置場 断面図（南北断面） 
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4.常設代替高圧電源装置用カルバート 

  常設代替高圧電源装置用カルバートの平面図を第 6－4－1 図に示す。 

  常設代替高圧電源装置用カルバートは，トンネル部，立坑部及びカルバー

ト部に区分される。 

トンネル部の縦断面図を第 6－4－2 図に，横断面図を第 6－4－3 図に示

す。立坑部の断面図を第 6－4－4 図に示す。カルバート部の平面図を図 6－4

－5 に，断面図を第 6－4－6 図に示す。 

トンネル部は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，十分な支持性能

を有する岩盤に設置される。 

  トンネル部の縦断方向（軸方向）は，トンネルの加振方向と平行に配置さ

れる側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横

断方向（軸方向に対し直交する方向）は，加振方向と平行に配置される構造

部材がないことから弱軸方向である。 

  トンネル部の耐震評価は，構造物の構造的特長や周辺の地盤条件も考慮し

て，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面のうち，耐震安

全上厳しくなる断面について基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  立坑部は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，十分な支持性能を有

する岩盤に直接設置される。 

立坑部の耐震評価は，構造物の構造的特長や周辺の地盤条件も考慮して，

耐震安全上厳しくなる断面について基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施す

る。 

カルバート部は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，マンメイドロ

ックを介して十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

  カルバート部の縦断方向（軸方向）は，カルバートの加振方向と平行に配

置される側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一
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第 6－4－2 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 縦断面図 

 

 

第 6－4－3 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 横断面図 

  

横断面 
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第 6－4－4 図（1） 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 断面図 

（東西断面） 

 

 

第 6－4－4 図（2） 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 断面図 

（南北断面） 
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第 6－4－5 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部） 平面図 

 

第 6－4－6 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）断面図 
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6.常設低圧代替注水系配管カルバート 

  常設低圧代替注水系配管カルバートの平面図を第 6－6－1 図に，断面図を

第 6－6－2 図に示す。 

  常設低圧代替注水系配管カルバートは，鉄筋コンクリート造の地中構造物

であり，マンメイドロックを介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され

る。 

常設低圧代替注水系配管カルバートの縦断方向（軸方向）は，加振方向と

平行に配置される側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向とな

る。一方，横断方向（軸方向に対し直交する方向）は，配管が一様に配置さ

れるため，加振方向と平行に配置される構造部材がないことから，弱軸方向

となる。 

  常設低圧代替注水系配管カルバートの耐震評価は，構造物の構造的特長や

周辺の地盤条件も考慮して，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方

向の断面のうち，耐震安全上厳しくなる断面について基準地震動ＳＳによる

耐震評価を実施する。 

  

第 6－6－1 図 常設低圧代替注水系配管カルバート 平面図 
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第 6－6－2 図 常設低圧代替注水系配管カルバート 断面図 
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7.格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 

  格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの平面図を第 6－7－1 図に，断

面図を第 6－7－2 図に示す。 

  格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，鉄筋コンクリート造の地中

構造物であり，杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの縦断方向（軸方向）は，加振

方向と平行に配置される側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方

向となる。一方，横断方向（軸方向に対し直交する方向）は，配管が一様に

配置されるため，加振方向と平行に配置される構造部材が少ないことから，

弱軸方向となる。 

  格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの耐震評価は，構造物の構造的

特徴や周辺の地盤条件も考慮して，構造物の安全性に支配的な弱軸方向であ

る横断方向の断面のうち，耐震安全上厳しくなる断面について基準地震動 

ＳＳによる耐震評価を実施する。 

 

第 6－7－1 図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 平面図 
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第 6－7－2 図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 断面図 

（Ａ－Ａ断面） 
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8.緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク基

礎 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の平面図を第 6－8－1 図に，

断面図を第 6－8－2 図に示す。また，可搬型設備用軽油タンク基礎の平面図

を第 6－8－3 図に，断面図を第 6－8－4 図に示す。 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク

基礎は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，杭を介して十分な支持性

能を有する岩盤に設置される。 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク

基礎の縦断方向（タンクの軸方向）は，加振方向と平行に配置される側壁又

は隔壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断

方向（タンクの軸方向に対し直交する方向）は，タンクを格納するため，加

振方向と平行に配置される構造部材がないことから，弱軸方向となる。 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク

基礎の耐震評価は，構造物の構造的特長や周辺の地盤条件も考慮した上で，

構造物の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面のうち，耐震安全

上厳しくなる断面について基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 
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第 6－8－1 図 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 平面図 

 

 

第 6－8－2 図 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 断面図

断面位置
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第 6－8－3 図 可搬型設備用軽油タンク基礎 平面図 

 

第 6－8－4 図（1） 可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 断面図 

断面位置
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第 6－8－4 図（2） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 断面図 
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1. 屋外重要土木構造物の評価手法の概要 

  屋外重要土木構造物の耐震評価について，今回申請では，屋外重要土木構

造物の変位や変形をより実状に近い応答に適正化することを目的に，評価手

法の高度化として，解析手法と減衰定数の変更を予定している。ここで，既

工認は，東海第二発電所の工事計画認可（昭和 49 年 7 月 22 日及び昭和 49

年 10 月 30 日）をいう。既工認と今回工認との手法の比較を第 4－1 表に示

す。 

  既工認との相違点のうち，解析手法として適用している「時刻歴応答解析，

限界状態設計法」は，新規制基準対応工認にて適用例がある手法である。 

  なお，土木構造物の地震時の挙動は，地盤の影響を受けることを踏まえる

と，地盤特性を適切にモデル化することにより，実応答に近い形で評価でき

るものと考えられる。このため，コンクリ－ト強度は，既工認と同じく設計

基準強度を採用する方針とする。 

 

第 4－1(1)表 既工認と今回工認の手法の比較（取水構造物） 

 解析手法 解析モデル 減衰定数 コンクリ－ト強度

既工認 
時刻歴モ－ダル解析 

許容応力度法 
質点系モデル コンクリート：5％ 設計基準強度 

今回工認 
時刻歴応答解析 

限界状態設計法 

地質デ－タに基づく

ＦＥＭモデル 

コンクリ－ト：5％ 

あるいは 1％＋履歴減

衰 

設計基準強度 

比較結果 ●異なる ●異なる ●異なる 〇同じ 

適用例 〇あり 〇あり 〇あり 〇あり 
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第 4－1(2)表 既工認と今回工認の手法の比較（屋外二重管） 

 解析手法 解析モデル 減衰定数 鋼管の許容限界 

既工認 
波動論 

許容応力度法 

地質デ－タに基づく

地盤モデル 
－ 許容応力度 

今回工認 
時刻歴応答解析 

限界状態設計法 

地質デ－タに基づく

ＦＥＭモデル 

鋼材：3％ 

あるいは 1％＋履歴減衰 
許容応力度 

比較結果 ●異なる ●異なる ●異なる 〇同じ 

適用例 〇あり 〇あり ○あり 〇あり 

 

2. 解析手法 

  取水構造物の耐震安全性評価については，既工認では，地震応答解析手法

として時刻歴モ－ダル解析を採用し，許容応力度法による設計として，壁の

せん断については許容応力度，杭については設計水平力に対して妥当な裕度

を持つことを確認することを基本としていた。また，屋外二重管の耐震安全

性評価については，既工認では，地震応答解析手法として波動論を採用し，

許容応力度法による設計として，管の円周方向応力及び軸方向応力について

許容応力度に対して妥当な裕度を持つことを確認していた。 

  今回工認では，屋外重要土木構造物の地震応答解析手法に時刻歴応答解析

を適用した，限界状態設計法による設計を採用する。減衰定数は，構造物を

線形で扱う場合は，コンクリ－トは 5％，鋼材は 3％，履歴モデルにより構

造物の履歴減衰を用いる場合は 1％とする。コンクリ－トの構造部材の曲げ

については限界層間変形角，圧縮縁コンクリ－ト限界ひずみ又は許容応力度，

せん断についてはせん断耐力又は許容応力度，杭の曲げについては終局曲率

又は許容応力度，せん断については終局せん断強度又は許容応力度に対して

妥当な裕度を持つことを確認することを基本とし，各設備の要求性能（支持

性能，通水性能，貯水性能）を踏まえて照査項目・内容を追加する。また，

屋外二重管の今回工認での耐震評価は，地震応答解析モデルに当該鋼管をモ
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デル化し，地震応答解析結果から得られた地震力を用いた許容応力度法によ

る設計として，管の円周方向応力及び軸方向応力について許容応力度に対し

て妥当な裕度を持つことを確認する。 

  以下では，今回工認で採用する限界状態設計法のうち，コンクリ－トの構

造部材の曲げ照査に係る土木学会マニュアルの適用性及びせん断照査に係る

土木学会マニュアルの適用性について検討を行う。 

 

2.1 曲げ照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

  今回の工認申請における曲げに対する照査は，「原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005）」（以下，「土

木学会マニュアル」という。）に基づき，照査用層間変形角が限界層間変形

角を超えないことを確認する。 

  コンクリ－ト標準示方書では，構造部材の終局変位は，部材の荷重－変位

関係の骨格曲線において，荷重が降伏荷重を下回らない最大の変位として求

めてよいとしている。コンクリ－ト標準示方書による構造部材の終局変位の

考え方を第 4－2－1 図に示す。 

  一方，土木学会マニュアルでは，以下の考え方に基づいている。 

  屋外重要土木構造物を模したラ－メン構造の破壊実験の結果より，かぶり

コンクリ－トが剥落すると荷重が低下し始める。層間変形角 1／100 に至る

状態は，かぶりコンクリ－トの剥落が発生する前の状態であることを確認し

ており（1），（2），荷重が低下しない範囲にある。当該限界値を限界状態とする

ことで，構造全体としての安定性が確保できるものとして設定されたもので

ある。ラ－メン構造の破壊実験の例を第 4－2－2 図に示す。 

従って，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリ－ト標準示

方書による照査よりも安全側の評価を与えるため，適用性を有している。 
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更に，土木学会マニュアルでは，日本建築学会「鉄筋コンクリ－ト造建物

の靭性保証型耐震設計指針（案）・同解説（1997）」にて記載されている設計

限界変形 1／100，終局限界変形 1／80 等を基準値として参照している。 

対象は同じラ－メン構造であり，軸力比（軸応力度／コンクリ－ト圧縮強

度比）は建築物よりも屋外重要土木構造物の方が小さいと考えられることか

ら，変形性能がより大きくなる傾向にあり，層間変形角 1／100 は安全側で

あると考える。機能維持確保の観点からも耐荷性能が確保されることが担保

できるため限界値として適切である。 

  参考に，建築学会における曲げ降伏先行型の部材について，復元力特性と

限界状態（損傷度）の関係の概念図を第 4－2－3 図に，土木学会マニュアル

における鉄筋コンクリ－トはり部材の荷重変位関係と損傷状態に対する概念

図を第 4－2－4 図に示す。建築学会と土木学会マニュアルにおいて概ね対応

が取れており，土木学会マニュアルの各損傷状態の設定は妥当であると考え

られる。第 4－2－4 図において層間変形角 1／100 は第 4 折れ点よりも手前

にあり，屋外重要土木構造物の限界状態に至っていないと考えられる。また，

第 3 折れ点は層間変形角 1／100 よりもさらに手前にある。 

  耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して，妥当な安全裕度を確保す

るため，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。安全係

数は，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の 5 種

に分けられる。それぞれの安全係数の考え方を第 4－2－5 図に示す。 

  曲げに対する照査において考慮している安全係数は第 4－2－1 表に示すと

おり，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。

これらの安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められ

ている。 
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（1）材料係数 

コンクリ－ト強度の特性値は，製造において，その値を下回る強度が発現

する確率が 5％以内となるように設定する。また，鉄筋の機械的性質の特性

値に関しても，日本工業規格（JIS）の規格範囲の下限値を設定してよいと

している。このように，双方とも特性値の段階で実強度に対して小さい値を

設定しており，応答値・限界値ともに安全側の照査がなされているため，材

料係数は 1.0 としている。 

 （2）部材係数 

安全側に配慮した設定を行っていることから，部材係数は 1.0 としている。 

 （3）荷重係数 

 地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の

影響については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定される

ため，荷重係数は 1.0 としている。 

 （4）構造解析係数 

限られた条件での実験であること，地盤パラメ－タの設定が応答解析結果

に及ぼす影響などを考え併せて，構造解析係数は 1.2 以上を標準としている。 

（5）構造物係数 

屋外重要土木構造物は重要度毎に適切な地震動が設定される。従って，構

造物係数によりさらに構造物の重要性を考慮する必要はなく，耐震性能照査

における構造係数は 1.0 としている。 

 

以上のことから，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリ－ト

標準示方書による照査よりも安全側の評価を与えるため，技術的妥当性及び適

用性を有するとともに適切な余裕が確保されていると判断できる。
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第 4－2－1 表 曲げ評価において考慮している安全係数 

安全係数 
曲げ照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリ－ト 1.0 1.0 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 － 1.0 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.2 － 

構造物係数 1.0 

 

 

第 4－2－1 図 コンクリ－ト標準示方書による構造部材の終局変位の考え方 

 

第 4－2－2 図 鉄筋コンクリ－ト製ラ－メン構造の破壊実験（1），（2） 

降伏荷重
軸方向鉄筋の
はらみ出し

かぶりコンクリート剥落

荷重

変位
降伏変位 終局変位

軸方向鉄筋の 
はらみ出し 
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第 4－2－3 図 曲げ降伏先行型の部材の復元力特性と限界状態（損傷度）の

関係の概念図（建築学会） 

 

 

 

 

第 4－2－4 図 鉄筋コンクリ－トはり部材の荷重変位関係と損傷状態に 

対する概念図（土木学会マニュアル） 
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        （コンクリ－ト圧縮縁ひずみ 0.35％程度） 
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第 4－2－5 図 安全係数の考え方 

  

材料の特性値
設計基準強度

設計強度 設計用断面耐力

荷重の特性値 設計作用荷重 設計断面力

材料係数
γｍ

部材係数
γｂ

γｂ
構造解析係数

γｆ
荷重係数

構造物係数 γｉ
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2.2 せん断照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

今回の工認申請におけるせん断に対する照査は，土木学会マニュアルに基

づき，照査用せん断力が，せん断耐力を下回ることを確認する。 

コンクリ－ト標準示方書では，棒部材及びディ－プビ－ムについて第 4－2

－2 表に示すとおりのせん断耐力式を定義している。このうち，ディ－プビ

－ムについては，コンクリ－ト標準示方書及び土木学会マニュアルにおいて

同様の評価式となっている。 

土木学会マニュアルでは，コンクリ－ト標準示方書におけるせん断耐力式

のうち棒部材式において，等価せん断スパンにより設定可能な係数βa を考

慮している。これは屋外重要土木構造物が地中に埋設されたラ－メン構造で，

土圧，水圧，地震時慣性力等の多数の分布荷重が作用していることによる分

布荷重が卓越し，スパン内に反曲点が存在する等の載荷形態にある条件下で

は，せん断耐力が増大するという実験的知見を踏まえ，より合理的なせん断

耐力を与えるよう，コンクリ－ト標準示方書のせん断耐力式を精緻化したも

のである。当該せん断耐力式は，第 4－2－6 図に示すとおり，屋外重要土木

構造物を模した破壊試験より得られるせん断耐力と整合的であり，合理的な

評価が可能であることを確認されている（3），（4）。 

また，これら多数の荷重の複合作用を個々に分解することは困難であるこ

とから，せん断耐力の算定時に個々の荷重作用を区分せず最終的な設計用断

面力分布を用いて合理的なせん断耐力を算定することとしている（3）。 

せん断に対する照査において考慮している安全係数は第 4－2－3 表に示す

とおり，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。

これらの安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められ

ている。 
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 （1）材料係数 

 限界値算定時に適用する材料係数はコンクリ－ト標準示方書に準拠して，

コンクリ－トに対して 1.3，鉄筋に対して 1.0 としている。応答値算定時に

適用する材料係数は，コンクリ－トと鉄筋の物性値が，特性値の段階で実強

度に対して小さい値を設定していることから安全側の照査がなされているた

め，材料係数は 1.0 としている。 

 （2）部材係数 

 コンクリ－ト標準示方書に準拠して，コンクリ－ト寄与分に対して 1.3，

鉄筋寄与分に対して 1.1 としている。 

（3）荷重係数 

 地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の

影響については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定される

ため，荷重係数は 1.0 としている。 

（4）構造解析係数 

 変形に関する応答値の評価精度に比較して，断面力に関する応答値の評価

精度は高いと考えられることから，変形照査の場合より低減させて 1.05 と

している。 

（5）構造物係数 

 基準地震動は地点毎にサイト特性を考慮して設定され，重要度分類に対応

して入力地震動が選定される。従って，構造物係数よりさらに構造物の重要

性を考慮する必要はなく，耐震性能照査における構造係数は 1.0 としている。 

 

 以上のことから，土木学会マニュアルによるせん断照査手法は，屋外重要土

木構造物の構造的特徴を踏まえ設定された手法であるため，技術的妥当性及び

適用性を有すると判断できる。  
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第 4－2－2 表 せん断耐力式の比較表 

 コンクリ－ト標準示方書 土木学会マニュアル 

棒
部
材 

   =    +       ：せん断耐力     ：コンクリ－ト負担     ：せん断補強筋負担    =                    ／       ,    ：構造寸法や鉄筋量で決まる係数    ：発生曲げモ－メントで決まる係数      ：設計基準強度，安全係数等で決まる   ：腹部の幅   ：有効高さ    ：安全係数 
 

 =  +       ：せん断耐力     ：コンクリ－ト負担     ：せん断補強筋負担    =                       ／       ,    ：構造寸法や鉄筋量で決まる係数    ：発生曲げモ－メントで決まる係数 
   = 0.75 +  .  ／      ：せん断スパン長      ：設計基準強度，安全係数等で決まる   ：腹部の幅   ：有効高さ    ：安全係数 
 

 

 

 

デ
ィ
ー
プ
ビ
ー
ム 

    =    +         ：せん断耐力      ：コンクリ－ト負担      ：せん断補強筋負担     =                      ／    
   =    (  ／  )      ：荷重作用点から支承前面までの距離    ：設計基準強度，安全係数等で決まる
 

 

 

  =   +         ：せん断耐力      ：コンクリ－ト負担      ：せん断補強筋負担     =                      ／    
   =    (  ／  )      ：荷重作用点から支承前面までの距離    ：設計基準強度，安全係数等で決まる
 

 

  

せん断スパンより設定される係数を考慮し， 

コンクリ－ト標準示方書のせん断耐力式を精緻化 

コンクリート標準示方書と土木学会マニュアルにおいて同一の評価式となっている 
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第 4－2－3 表 せん断耐力評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリ－ト 1.0 1.3 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 
コンクリ－ト － 1.3 

鉄筋 － 1.1 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.05 － 

構造物係数 1.0 

 

 

第 4－2－6 図 せん断耐力算定法の妥当性の検証 
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3. 屋外重要土木構造物の減衰定数 

3.1 減衰定数の設定について 

 今回工認で採用している時刻歴応答解析において，地盤及び構造物の減衰

定数は，粘性減衰と履歴減衰とで考慮している。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期及び減衰比に基づき，質

量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh

減衰にて与える。 

 ［C］＝α［M］＋β［K］ 

 ［C］：減衰係数マトリックス，［M］：質量マトリックス， 

 ［K］：剛性マトリックス，α，β：係数 

 係数α，βは以下のように求めている。 

 構造体を線形要素でモデル化する場合は，固有値解析により求められた一

次固有振動数，二次固有振動数の 2 点で Rayleigh 減衰がコンクリ－ト部材

については 5％に，鋼構造部材については 3％に一致するα，βを設定する。

履歴モデルにより構造物の履歴減衰を用いる場合は，固有値解析により求め

られた一次固有振動数，二次固有振動数の 2 点で Rayleigh 減衰が 1％に一致

するα，βを設定する。 

 

3.2 既工認と今回工認の相違について 

 今回の工認における構造物の粘性減衰は，履歴モデルにより構造物の履歴

減衰を用いる場合は，履歴減衰が生じない状態等における解析上の安定のた

めになるべく小さい値として一次固有振動数及び二次固有振動数に対して

1％となる Rayleigh 減衰を採用している。 

 既工認では，時刻歴モ－ダル解析におけるコンクリート構造物の減衰定数

として 5％を採用した。 
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 時刻歴非線形解析における粘性減衰の値は，道路橋示方書・同解説 Ｖ耐

震設計編（平成 14 年）（5）において，構造部材の非線形性として履歴モデル

を用いる場合には，この部材の履歴減衰は履歴モデルによって自動的に解析

に取り入れられるため，履歴モデルにより構造物の履歴減衰を用いる場合に

は，コンクリ－ト部材は 2％（0.02）程度，鋼構造部材は 1％（0.01）程度

とするのがよいとされている。 

 最新の道路橋示方書・同解説（平成 24 年）（6）においても，履歴モデルに

より構造物の履歴減衰を用いる場合の粘性減衰について，鉄筋コンクリ－ト

橋脚は 2％（0.02）とされている。 

 以上のように，粘性減衰は，履歴減衰が生じない状態等における解析上の

安定のために設定される値であるため，履歴減衰を用いる場合においては，

なるべく小さい値として 1％を採用している。 
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1.屋外重要土木構造物の耐震評価における断面選定の考え方 

1.1 方針 

屋外重要土木構造物の評価対象断面については，構造物の配置，荷重条件

及び地盤条件を考慮し，耐震評価上最も厳しくなると考えられる位置を評価

対象断面とする。 

東海第二発電所での対象構造物は，屋外重要土木構造物である，取水構造

物及び屋外二重管,津波防護施設である防潮堤（放水路ゲート基礎を含む）

及び貯留堰である。各施設の平面配置図を第 1.1－1 図に示す。 

なお，設計基準対応施設である軽油貯蔵タンク及び軽油移送配管等の間接

支持構造物である常設代替高圧電源装置置場及び常設代替高圧電源装置用カ

ルバートについては，「2.重大事故等対処施設の土木構造物の耐震評価にお

ける断面選定の考え方」に示す。 
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1.2 取水構造物の断面選定の考え方 

  取水構造物の平面図を第 1.2－1 図に，縦断面図を第 1.2－2 図に，横断面

図を第 1.2－3 図に示す。 

  取水構造物は，延長約 56m，幅約 43m，高さ約 12m の鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，取水方向に対して複数の断面形状を示すが，基本的に

は取水路は 8 連のラーメン構造にて，取水ピットは 5 連のラーメン構造にて

構成され，杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

  取水構造物の縦断方向（通水方向）は，加振方向と平行に配置される側壁

又は隔壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横

断方向（通水方向に対し直交する方向）は，通水機能を確保するため，加振

方向と平行に配置される構造部材が少ないことから，弱軸方向となる。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向を評価対

象の断面の方向とする。 

  取水路である 8 連のボックスカルバート構造の区間においては，頂版には

取水方向に概ね規則的に開口が存在する。このため，耐震評価は，同区間の

取水方向全長で開口を含めた平均的な剛性及び上載荷重を考慮し，基準地震

動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  また，取水ピットである 5 連のボックスカルバート形状の区間において

は，循環水ポンプ，残留熱除去系海水ポンプ等の非常用ポンプなどの重量物

が設置される。このため，耐震評価は，これらのポンプ等が設置される取水

方向の区間長で開口を含めた平均的な剛性及び上載荷重を考慮し，基準地震

動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  取水構造物の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布する

ことから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評価

を実施する。  
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第 1.2－1 図 取水構造物 平面図 

 

  第 1.2－2 図 取水構造物 縦断面図（Ａ－Ａ断面） 



 

 ４条－別紙８－6 

 

第 1.2－3（1）図 取水構造物 横断面図（Ｂ－Ｂ断面：取水路） 

 

第 1.2－3（2）図 取水構造物 横断面図（Ｃ－Ｃ断面：取水ピット） 
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1.3 屋外二重管の断面選定の考え方 

  屋外二重管の平面図を第 1.3－1 図に，縦断面図を第 1.3－2 図に，横断面

図を第 1.3－3 図に示す。 

  屋外二重管は，延長約 215m の鋼管の地中構造物であり，内径 2.0m 及び

1.8m の２本があり，取水構造物から原子炉建屋まで平行に，十分な支持性

能を有する地盤に直接設置される。屋外二重管は，原地盤を掘削し設置され

ており，下方地盤は広範囲において改良されている。 

  屋外二重管は，可撓管の設置スパンが長い線状構造物であるため，管路全

ての範囲を評価対象とする。また，カルバート構造物と同様に配管方向に対

して一様の断面形状を示すことから，横断方向（管周方向）が弱軸方向と判

断されるが，一般的な埋設管路（一様な埋戻土内に埋設された鋼製管路）の

設計では管軸方向を弱軸として設計されることを考慮し，可撓管の設置スパ

ンが長い区間について，管軸方向の発生応力を考慮した評価を行う。また，

その他の区間については，管軸方向の延長が短く，管軸方向の発生応力はほ

とんど無視できることから，管周方向の発生応力を用いて評価を行う。 

  耐震評価では，構造物の構造的特徴や地盤条件等を考慮した上で断面を選

定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  屋外二重管の設置場所の地質分布等に基づき，管軸方向に直交する代表的

な断面を複数選定し，管軸直交方向の断面に対する基準地震動ＳＳによる応

答を求めると共に，管軸方向の基準地震動ＳＳによる応答を求め，両者を考

慮して，屋外二重管に発生する応力から耐震評価を実施する。 

  屋外二重管の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布する

ことから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評価

を実施する。  
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第 1.3－3 図（1） 屋外二重管 横断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

第 1.3－3 図（2） 屋外二重管 横断面図（Ｃ－Ｃ断面）
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1.4 貯留堰の断面選定の考え方 

  貯留堰の平面図を第 1.4－1 図に，断面図を第 1.4－2 図に示す。 

  貯留堰は，延長約 110m の海底面から約 2m 突出した鋼管矢板を連結した構

造物であり，取水口護岸に接続する。鋼管矢板は十分な支持性能を有する岩

盤に直接設置される。 

  貯留堰の縦断方向（軸方向）は，加振方向に隣接する鋼管矢板を耐震設計

上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断方向（軸方向に対

して直交する方向）は，加振方向に隣接する鋼管矢板がないことから，弱軸

方向となる。 

  耐震評価では，構造物の構造的特徴や周辺の地盤条件も考慮して，構造の

安全性に支配的な弱軸方向の断面について，耐震安全上厳しくなる断面を選

定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  貯留堰の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布すること

から，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評価を実

施する。 

 

第 1.4－1 図 貯留堰 平面図 
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   第 1.4－2（1）図 貯留堰 断面図（EW－1 断面） 

 

 

 第 1.4－2（2）図 貯留堰 断面図（EW－2 断面） 
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第 1.4－2（3）図 貯留堰 断面図（NS－1 断面） 
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1.5 防潮堤の断面選定の考え方 

 防潮堤の平面図を第 1.5－1 図に示す。防潮堤は，鋼管杭鉄筋コンクリー

ト防潮壁，鋼製防護壁及び鉄筋コンクリート防潮壁に区分され，総延長は約

2.3km，天端高さは T.P.＋20m（敷地東側）又は T.P＋18m（敷地北側及び南

側）からなる。以下に，それぞれの断面選定の考え方を示す。 

 

  

第 1.5－1 図 防潮堤 平面図 

  

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部）

鋼製防護壁

鉄筋コンクリート防潮壁

鉄筋コンクリート防潮壁 
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1.5.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 

 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の平面図を第1.5－2図に，正面図及び断面

図を第 1.5－3 図に，縦断面図を第 1.5－4 図に，横断面図を第 1.5－5 図に示

す。 

 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は，延長約 2km，直径 2～2.5m の複数の鋼

管杭を鉄筋コンクリートで巻き立てた鉄筋コンクリート造の防潮壁を１つの

ブロックとした構造物であり，鋼管杭を介して十分な支持性能を有する岩盤

に設置される。 

 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の縦断方向は，加振方向と平行に配置され

る躯体及び杭基礎を耐震設計上見込むことができるため強軸方向となる。一

方，横断方向は，加振方向と平行に躯体及び杭基礎が配置されないことから，

弱軸方向となる。 

 耐震評価では，構造物の構造的特徴や周辺の地盤条件も考慮して，構造の

安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面について，基準地震動ＳＳ

による耐震評価を実施する。 

 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の検討断面では，地下水位以深に液状化検

討対象層が分布することから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，

構造物の耐震評価を実施する。 
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第 1.5－2 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 平面図 

  

第 1.5－3 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 正面図及び断面図 
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第 1.5－4（1）図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 縦断面図（A－B 断面） 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－4（2）図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 縦断面図（B－C 断面） 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－4（3）図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 縦断面図（D－E 断面） 
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第 1.5－4（4）図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 縦断面図（E－F 断面） 

 

第 1.5－4（5）図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 縦断面図（F－G 断面） 
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第 1.5－5（1） 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 横断面図（①断面） 

 

第 1.5－5（2） 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 横断面図（②断面） 

 

第 1.5－5（3） 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 横断面図（③断面） 

追而 

追而 
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1.5.2 鋼製防護壁 

 鋼製防護壁の平面図を第 1.5－6 図に，正面図を第 1.5－7 図に，断面図を

第 1.5－8 図に示す。 

 鋼製防護壁は，幅約 81m，高さ約 17m，奥行約 5m の鋼製の構造物であり，

幅約 50m の取水構造物を横断し，取水構造物の側方の地中連続壁基礎を介し

て十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

 鋼製防護壁は，上部工では，縦断方向は，加振方向と平行に配置される部

材を耐震設計上見込むことができるため強軸方向となる。一方，断面方向は，

加振方向と平行に躯体が配置されないことから，弱軸方向になる。また，鋼

製防護壁の基礎は取水構造物を挟んで南北に分離されていることから，構造

全体としての挙動を考慮すると縦断方向を強軸方向とは見なせない。 

 耐震評価では，構造物の構造的特徴や周辺の地盤条件も考慮して，縦断方

向及び横断方向の断面について，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

 鋼製防護壁の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布する

ことから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評価

を実施する。 
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第 1.5－6 図 鋼製防護壁 平面図 

 

 

第 1.5－7 図 鋼製防護壁 正面図（A－A 断面） 
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第 1.5－8（2）図 鋼製防護壁 断面図（B－B 断面） 

 

第 1.5－8（2）図 鋼製防護壁 断面図（C－C 断面） 
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1.5.3 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部を除く） 

 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部を除く）の平面図を第 1.5－9 図

に，断面図を第 1.5－10 図に示す。 

 鉄筋コンクリート防潮壁は，幅約 12m，高さ約 22m，奥行約 10mの鉄筋コン

クリート造の構造物であり，ブロック間は止水ジョイントを施した構造であ

る。鉄筋コンクリート防潮壁は，地中連続壁基礎を介して十分な支持性能を

有する岩盤に設置される。 

 鉄筋コンクリート防潮壁の縦断方向は，加振方向と平行に配置される躯体

を耐震設計上見込むことができるため強軸方向となる。一方，横断方向（軸

に対して直交する方向）は，加振方向と平行に躯体が配置されないことから，

弱軸方向となる。また，基礎部に着目すると防潮堤の縦断方向は加振方向と

平行に配置される部材が少ないことから弱軸方向となる。 

 耐震評価では，構造物の構造的特徴や周辺の地盤条件も考慮して，上部工

については構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面，基礎部

については構造の安全性に支配的な弱軸方向である縦断方向の断面について，

基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

 鉄筋コンクリート防潮壁の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象

層が分布することから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造

物の耐震評価を実施する。 
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第 1.5－9 図 鉄筋コンクリート防潮壁 平面図 

 

第 1.5－10（1）図 鉄筋コンクリート防潮壁 断面図(D－D 断面) 
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第 1.5－10（2）図 鉄筋コンクリート防潮壁 断面図(E－E 断面) 

 

 

第 1.5－10（3）図 鉄筋コンクリート防潮壁 断面図(F－F 断面) 
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第 1.5－10（4）図 鉄筋コンクリート防潮壁 断面図(G－G 断面) 

 

第 1.5－10（5）図 鉄筋コンクリート防潮壁 断面図(H－H 断面)
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1.5.4 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部） 

 鉄筋コンクリート防潮壁のうち放水路横断部の平面図を第 1.5－11 図に，

縦断面図を第 1.5－12 図に，横断面図を第 1.5－13 図に示す。 

 追而 

 

 

第 1.5－11 図 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部） 平面図 

 

 

第 1.5－12 図 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部）縦断面図 

 

 

 

 

 

追而 

追而 
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第 1.5－13 図 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路横断部） 横断面図

追而 
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2.重大事故等対処施設の土木構造物の耐震評価における断面選定の考え方 

2.1 方針 

耐震重要重大事故防止設備又は重大事故緩和設備が設置される重大事故等

対処施設の間接支持構造物並びに重大事故時における海水の通水構造物の土

木構造物の評価対象断面については，構造物の配置や荷重条件及び地盤条件

を考慮し，耐震評価上最も厳しくなると考えられる位置を評価対象断面とす

る。 

東海第二発電所での対象構造物は，常設代替高圧電源装置置場，常設代替

高圧電源装置用カルバート，代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ室，

常設低圧代替注水系配管カルバート，緊急用海水ポンプピット，格納容器圧

力逃がし装置用配管カルバート，緊急用海水取水管，ＳＡ用海水ピット，海

水引込み管，ＳＡ用海水ピット取水塔，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タ

ンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク基礎がある。各施設の平面配置図を第

2.1－1 図に示す。 
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第 2.2－2（1）図 常設代替高圧電源装置置場 断面図（東西断面） 

  

 

 

第 2.2－2（2）図 常設代替高圧電源装置置場 断面図（南北断面） 
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2.3.1 トンネル部 

  常設代替高圧電源装置用カルバートのうちトンネル部の縦断面図を第 2.3

－2 図に，横断面図を第 2.3－3 図に示す。 

  トンネル部は，延長約 150m，内径約 5m の鉄筋コンクリート造の地中構造

物であり，トンネルの軸方向（配管方向）に対して内空寸法が一様で，十分

な支持性能を有する岩盤に設置される。 

トンネルの縦断方向（軸方向）は，加振方向と平行に配置される側壁を耐

震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断方向（軸方

向に対し直交する方向）は，配管が一様に配置されるため，加振方向と平行

に配置される構造部材がないことから，弱軸方向となる。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向（配管方

向と直交する断面）を評価対象の断面方向とし，上載荷重に着目し，土被り

が最も大きくなる位置を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施す

る。 

第 2.3－2 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）縦断面図 

横断面 



 

 ４条－別紙８－34 

 

第 2.3－3 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 

横断面図 
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2.3.2 立坑部 

  常設代替高圧電源装置用カルバートのうち立坑部の断面図を第 2.3－4 図

に示す。 

  立坑部は，幅約 15m（東西方向）×約 11m（南北方向），高さ約 39m の多層

ラーメン構造の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，十分な支持性能を

有する岩盤に直接設置される。 

立坑部は，角筒形の鉄筋コンクリート構造物であり，互いに直交する荷重

はそれぞれ異なる構造部材で受け持つ設計とすることから，耐震評価では，

立坑部の南北方向及び東西方向の 2 断面を選定し，基準地震動ＳＳによる耐

震評価を実施する。  
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第 2.3－4（1）図 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）断面図 

（東西断面） 

 

 

第 2.3－4（2）図 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）断面図 

（南北断面）  
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2.3.3 カルバート部 

  常設代替高圧電源装置用カルバートのうちカルバート部の平面図を第 2.3

－5 図に，断面図を第 2.3－6 図に示す。 

  カルバート部は，延長約 29m，内空幅約 12m，内空高さ約 3m 及び延長約

6m，内空幅約 2m，内空高さ約 3m の鉄筋コンクリート造の地中構造物であ

り，カルバートの軸方向（配管方向）に対して内空寸法がほぼ一様で，マン

メイドロックを介して十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

カルバートの縦断方向（軸方向）は，加振方向と平行に配置される側壁を

耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断方向（軸

方向に対し直交する方向）は，配管が一様に配置されるため，加振方向と平

行に配置される構造部材がないことから，弱軸方向となる。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面

（配管方向と直交する断面）を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実

施する。 
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第 2.3－5 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）平面図 

第 2.3－6 図 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部） 

断面図（①－①'断面） 

 

原子炉建屋

カルバート部

断面位置
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2.4 代替淡水貯槽の断面選定の考え方 

  代替淡水貯槽の平面図を第 2.4－1 図に，断面図を第 2.4－2 図に示す。 

代替淡水貯槽は，内径約 20m，内空高さ約 22m の鉄筋コンクリート造の円

筒形の地中構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置される。 

代替淡水貯槽は，円筒形の鉄筋コンクリート構造物であり，明確な弱軸方

向がないことから，東西及び南北方向の２断面を選定し，両者から得られた

地震力による断面力を組み合わせ，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施す

る。 

  代替淡水貯槽の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布す

ることから，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評

価を実施する。 

 

 

 

 

 

第 2.4－1 図 代替淡水貯槽 平面図 
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第 2.4－2（1）図 代替淡水貯槽 断面図（東西断面） 

 

 

第 2.4－2（2）図 代替淡水貯槽 断面図（南北断面）
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2.5 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面選定の考え方 

  常設低圧代替注水系ポンプ室の平面図を第 2.5－1 図に，断面図を第 2.5

－2 図に示す。 

  常設低圧代替注水ポンプ室は，内空幅約 11m（東西方向）×約 7m（南北方

向），内空高さ約 26m の多層ラーメン構造の鉄筋コンクリート造の地中構造

物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置される。また，代替淡水

貯槽と接続する配管を支持する内空幅約 2m，内空高さ約 2m の張出し部を２

箇所有する。 

常設低圧代替注水系ポンプ室は，角筒形の鉄筋コンクリート構造物であ

り，互いに直交する荷重はそれぞれ異なる構造部材で受け持つ設計とするこ

とから，耐震評価では，常設低圧代替注水系ポンプ室の東西方向及び南北方

向の 2 断面を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。また，南

北断面においては，東西方向の幅で張出し部を含めた平均的な剛性及び上載

荷重を考慮する。 
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第 2.5－1 図 常設低圧代替注水系ポンプ室 平面図 

 

 

第 2.5－2（1）図 常設低圧代替注水系ポンプ室 断面図（東西断面） 
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第 2.5－2（2）図 常設低圧代替注水系ポンプ室 断面図（南北断面）
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2.6 常設低圧代替注水系配管カルバートの断面選定の考え方 

  常設低圧代替注水系配管カルバートの平面図を第 2.6－1 図に，断面図を

第 2.6－2 図に示す。 

  常設低圧代替注水系配管カルバートは，延長約 22m，内空幅約 2m，内空高

さ約 2m の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，軸方向（配管方向）に

対して内空寸法が一様で，マンメイドロックを介して十分な支持性能を有す

る岩盤に設置される。 

常設低圧代替注水系配管カルバートの縦断方向（軸方向）は，加振方向と

平行に配置される側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向とな

る。一方，横断方向（軸方向に対し直交する方向）は，配管が配置されるた

め，加振方向と平行に配置される構造部材がないことから，弱軸方向とな

る。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面

（配管方向と直交する断面）を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実

施する。 
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第 2.6－1 図 常設低圧代替注水系配管カルバート 平面図 

 

第 2.6－2 図 常設低圧代替注水系配管カルバート 断面図（東西断面） 
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第 2.7－2（1）図 緊急用海水ポンプピット 断面図（東西断面） 

 

第 2.7－2（2）図 緊急用海水ポンプピット 断面図（南北断面）
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2.8 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの断面選定の考え方 

  格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの平面図を第 2.8－1 図に，縦

断面図を第 2.8－2 図に，横断面図を第 2.8－3 図に示す。 

  格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，延長約 37m，内空幅約 3m

（一部約 5m 及び約 9m），内空高さ約 8m の鉄筋コンクリート造の地中構造物

であり，杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置される。 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの縦断方向（軸方向）は，加振

方向と平行に配置される側壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方

向となる。一方，横断方向（軸方向に対し直交する方向）は，配管が一様に

配置されるため，加振方向と平行に配置される構造部材が少ないことから，

弱軸方向となる。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向の断面

（配管方向と直交する断面）を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実

施する。 

 

第 2.8－1 図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 平面図 
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第 2.8－2 図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 縦断面図 

（Ａ－Ａ断面） 

 

第 2.8－3（1）図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 断面図 

（Ｂ－Ｂ断面） 
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第 2.8－3（2）図 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 断面図 

（Ｃ－Ｃ断面） 
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第 2.9－2 図 緊急用海水取水管 縦断面図 

 

 

第 2.9－3 図 緊急用海水取水管 横断面図（Ａ－Ａ断面） 
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第 2.10－2（1）図 ＳＡ用海水ピット 断面図（①－①断面） 

 

第 2.10－2（2）図 ＳＡ用海水ピット 断面図（②－②断面）
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2.11 海水引込み管の断面選定の考え方 

海水引込み管の平面図を第 2.11－1 図に，縦断面図を第 2.11－2 図に，横

断面図を第 2.11－3 図に示す。 

海水引込み管は，ＳＡ用海水ピット取水塔とＳＡ用海水ピットを接続する

延長約 156m,内径 1.2m の鋼管の地中構造物であり，十分な支持性能を有する

岩盤に設置される。 

海水引込み管は可撓管の設置スパンが長い線状構造物であるため，管路全

ての範囲を評価対象とする。また，カルバート構造物と同様に管軸方向に対

して一様の断面形状を示すことから，横断方向（管周方向）が弱軸方向と判

断されるが，一般的な地中埋設管路の設計では管軸方向を弱軸として設計さ

れることを考慮し，管軸方向の発生応力を考慮した評価を行う。 

耐震評価では，上載荷重に着目し，土被りが最も大きくなるＡ－Ａ断面を

選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 
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第 2.12－2（1）図 ＳＡ用海水ピット取水塔 断面図（①－①断面） 

 

第 2.12－2（2）図 ＳＡ用海水ピット取水塔 断面図（②－②断面）
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2.13 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タン

ク基礎 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の平面図を第 2.13－1 図に，

断面図を第 2.13－2 図に示す。また，可搬型設備用軽油タンク基礎の平面図

を第 2.13－3 図に，断面図を第 2.13－4 図に示す。 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は内空幅約 9m（タンク軸方

向）×約 5m（タンク横断方向），内空高さ約 4m，可搬型設備用軽油タンク基

礎は内空幅約 11m（タンク軸方向）×約 13m（タンク横断方向），内空高さ約

4m の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，杭を介して十分な支持性能

を有する岩盤に設置される。 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク

基礎の縦断方向（タンクの軸方向）は，加振方向と平行に配置される側壁又

は隔壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸方向となる。一方，横断

方向（タンクの軸方向に対し直交する方向）は，タンクを格納するため，加

振方向と平行に配置される構造部材がないことから，弱軸方向となる。 

  耐震評価では，構造の安全性に支配的な弱軸方向である横断方向（タンク

の軸方向に対し直交する方向）の断面を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震

評価を実施する。 

  緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク

基礎の検討断面では，地下水位以深に液状化検討対象層が分布することか

ら，有効応力解析により液状化の可能性を評価し，構造物の耐震評価を実施

する。  
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第 2.13－1 図 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 平面図 

 

第 2.13－2 図 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 断面図

断面位置
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第 2.13－3 図 可搬型設備用軽油タンク基礎 平面図 

 

第 2.13－4（1）図 可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 断面図 

断面位置
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第 2.13－4 図（2） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 断面図 
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